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【国土強靭化政策の経緯】
・平成23（2011）年3月11日 東日本大震災
・平成24（2012）年12月26日 第２次安倍内閣発足 古屋圭司初代・国土強靭化担当大臣
・平成26（2014）年6月3日 国土強靭化基本計画閣議決定

～この間にも台風や地震など、かつてない大規模自然災害が多く発生～
・平成30（2018）年12月14日 国土強靭化基本計画改訂

「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」
事業規模７兆円 平成３０～令和２年

～この間にも多くの自然災害、そして新型コロナウィルス感染症拡大～
・令和2（2020）年12月11日 「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」

事業規模１５兆円 令和３～７年
・令和5（2023）年夏頃 新たな国土強靭化基本計画 閣議決定

国土強靭化基本計画 ・国土強靭化地域計画 都道府県・市町村が作成

・国土強靭化年次計画 毎年度、強靭化本部が決定
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【国土強靭化１２の個別施策分野】
１．行政機能／警察・消防／防災教育 ５．金融 ９．農林水産
２．住宅・都市 ６．情報通信 １０．国土保全
３．保健医療・福祉 ７．産業構造 １１．環境
４．エネルギー ８．交通・物流 １２．土地利用（国土利用）

【国土強靭化の４つの基本的考え方】
・人の命を守る。
・国家、社会の重要機能が致命的障害を受けずに維持される。
・国民の財産及び公共施設の被害を最小限にする。
・迅速な復旧再興だけでなく、成長戦略にも繋げる。

「国土強靭化基本計画」は、４０以上ある政府の基本計画の最上位計画
として位置づけられてる。そして１２の個別施策分野を規定しているが、
具体事業は３つだけ。
①メタンハイドレート ②CLT（直交集成板） ③リニア中央新幹線
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45の「起こってはいけない事態」と15の重点化プログラム（１／２）

【基本的な方針】

Ⅰ．人命を守る

Ⅱ．行政・経済社会
を維持する重要な
機能が致命傷を負
わない

Ⅲ．財産施設等に対
する被害のできる
限りの低減、被害
拡大の防止

Ⅳ．迅速な復旧・回
復

事前に備えるべき目標 プログラムが回避すべき起こってはいけない事態

1 大規模災害が発生したときでもすべ
ての人命を守る

大都市での建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発生

不特定多数が集まる施設の倒壊･火災

広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生

異常気象等による広域かつ長期的な市街地の浸水
大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり国
土の脆弱性が高まる事態
情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

2
大規模災害発生直後から救助・救急、
医療活動等が迅速に行われる（それ
がなされない場合の必要な対応を含
む）

被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助･救急活動等の絶対的不足

救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶

想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水･食糧等の供給不足

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺

被災地における疫病・感染症等の大規模発生

3 大規模災害発生直後から必要不可欠
な行政機能は確保する

矯正施設からの被収容者の逃亡、被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化

信号機の全面停止等による重大交通事故の多発

首都圏での中央官庁機能の機能不全

地方行政機関の職員･施設等の被災による機能の大幅な低下

4 大規模災害発生直後から必要不可欠
な情報通信機能は確保する

電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止

郵便事業の長期停止による種々の重要な郵便物が送達できない事態

テレビ･ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

※黄色マーカー：15の重点化すべきプログラム関係
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45の「起こってはいけない事態」と15の重点化プログラム（２／２）

【基本的な方針】

Ⅰ．人命を守る

Ⅱ．行政・経済社会
を維持する重要な
機能が致命傷を負
わない

Ⅲ．財産施設等に対
する被害のできる
限りの低減、被害
拡大の防止

Ⅳ．迅速な復旧・
回復

事前に備えるべき目標 プログラムが回避すべき起こってはいけない事態

5
大規模災害発生後であっても、経
済活動（サプライチェーンを含
む）を機能不全に陥らせない

サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下

社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止

コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等

海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響

太平洋ベルト地帯の幹線が分断する等、基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止

複数空港の同時被災

金融サービス等の機能停止により商取引に甚大な影響が発生する事態

食料等の安定供給の停滞

6

大規模災害発生後であっても、生
活・経済活動に必要最低限の電気、
ガス、上下水道、燃料、交通ネッ
トワーク等を確保するとともに、
これらの早期復旧を図る

電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LPガスサプライチェーンの機能の停止

上水道等の長期間にわたる供給停止

汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

地域交通ネットワークが分断する事態

異常渇水等により用水の供給の途絶

7 制御不能な二次災害を発生させな
い

市街地での大規模火災の発生

海上・臨海部の広域複合災害の発生

沿線･沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺

ため池、ダム、天然ダム、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生

有害物質の大規模拡散･流出

農地・森林等の荒廃による被害の拡大

風評被害等による国家経済等への甚大な影響

8
大規模災害発生後であっても、地
域社会・経済が迅速に再建・回復
できる条件を整備する

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態
道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者
等）の不足により復旧･復興が大幅に遅れる事態
地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

新幹線等の基幹インフラの損壊により復旧･復興が大幅に遅れる事態

広域地盤沈下等による広域･長期にわたる浸水被害の発生により復旧･復興が大幅に遅れる事態
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国土強靱化をめぐる「９つの誤解」！
誤解１．単なる「バラマキ施策」である。

⇒違います。「国家のリスク・マネジメント」です。

誤解２．「公共事業＝コンクリート」のことである。
⇒違います。国土強靭化は、国交省だけでなくあらゆる省庁で取り組むものであり、

かつ、公共投資だけでなく民間投資を促す全分野にまたがる国民国家プロジェクトです。

誤解３．色々な事業を無制限に増やしていくための仕掛けだ。
⇒違います。様々な事業のそれぞれを評価し、徹底的に、「優先順位」をつけていきます。

誤解４．「１０年間で２００兆円」のムダな投資だ。
⇒違います。国土強靭化の事業は、「予算」を決めてから進めるのではありません。

やるべき内容を精査することで、はじめて事後的に予算が決まります。

誤解５．「地震対策」のことだ。
⇒違います。国土強靭化は、地震対策を当然含むものですが、テロやパンデミック（感染症の大流行）、

火山の噴火や老朽化したインフラによる大事故など、様々な国民国家的なリスクに対応して
いこうとするものです。
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誤解６．「普段は使えないムダなもの」をたくさんつくる。
⇒違います。国土強靭化では、「平時活用／有事利用」を重要方針に据えるものです。

誤解７．「経済成長」の足を引っ張る。
⇒違います。国土強靭化は、災害に強い国と国民をつくるものですが、

それは必然的に、経済成長を導くものなのです。

誤解８．「建設業の人材不足」だからできない。
⇒違います。第一に、国土強靭化は建設事業だけではありません。

第二に、人材が国家にとって必要なら増やす取り組みを進めます。

誤解９．日本だけの「ガラパゴス」な話だ。
⇒違います。「強靭化」すなわち「レジリエンス」は、国連でもダボス会議でも主要議題で取上げ

られる世界的概念。レジリエンス国際競争が始まっているというのが世界の実情です。

国土強靱化をめぐる「９つの誤解」！
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現在の国土強靱化の基本的考え方 ４つの基本目標

①人の命を護る ②国家機能の致命傷を避ける ③被害を最小限に抑える ④迅速な復旧復興

国土強靱化を推進する上での基本的な方針 【５本柱】

災害時における
事業継続性確保
など官民連携強化

経済の基盤となる
交通・通信・エネルギーなど

ライフラインの強靱化

デジタル新技術
活用による

国土強靱化の高度化

国民の生命と財産を守る
防災インフラ

（河川・ダム、砂防・治山、
海岸等）の整備・管理

地域における
更なる防災力強化
（地域力の発揮）

新規 新規

国土形成計画と連動

新たな国土強靱化基本計画 骨子
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デジタルで変わる国土強靱化

国土強靱化に 「デジタル」を導入！！

デジタルデータをオープン化、民
間による水害リスク分析を促進

線状降水帯・台風等の予測精度向上

水害リスクマップ

データの連携・解析によって状況を迅速に把握
情報システムのネットワーク化で災害情報を共有
デジタルの徹底活用により国土強靱化を質的向上

避難所でのマイナンバーカード活用

令和４年12月レベル４飛行実現
により災害現場での活用拡大

ＡＩによる滞留車両検知

災害時のドローン活用

新たな技術で国土強靱化を推進

出所：農林水産省HP
積乱雲が次々に発生して連なり大雨が持続 線状降水帯

暖かく湿った風
（水蒸気を含む風）

次期静止気象衛星

水
蒸
気
量
等

の
観
測
デ
ー
タ

・令和５年３月に「線状降水帯予測スーパーコンピュータ」を稼働開始

予測精度を高め、防災気象情報を高度化

デジタルによる効果的・効率的な防災対策の実施

画像解析により迅速な
異常発見と対応を実現

デジタルによる地域防災力の向上

デジタル田園都市国家構想総合戦略を踏まえ展開

・令和６年から県単位で半日前から予測

11



12

【医療コンテナ】

国土強靭化のコンセプト
「平 時 活 用」＝へき地や過疎地域の医療、離島医療、巡回診療
「有事機能発揮」＝大規模自然災害の臨時病院、災害現場での応急処置
「更なる活用」＝スポーツイベント、富士山五合目、途上国への医療支援

世界基準規格のコンテナはどこへでも移動可能、連結可能

国土強靱化によるビジネスチャンスを活用している企業
ジオ・サーチ株式会社
世界唯一の「スケルカ（透ける化）」技術を用いて、道路・港湾・空港施
設等の路面下に発生した空洞や、埋設物の正確な位置情報を把握したり、
橋梁等のコンクリート構造物内部の劣化箇所を発見。
最高時速１００ｋｍでの路面調査可能。



地域鉄道事業者
全国９５社
黒字事業 ２社
赤字事業９３社

近畿運輸局管内
全１１社赤字
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